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事業区分 戦略プロジェクト研究 研究期間 平成３１年度～平成３３年度 評価区分 事前評価 

研究テーマ名 

 

（副題） 

航空宇宙関連産業の市場獲得に向けた切削加工技術の高度化 

（航空宇宙機器用材料の切削加工における加工時間の短縮、加工トラブルの予測および脱
脂技術の確立） 

主管の機関・科（研究室）名 研究代表者名 工業技術センター・工業材料科 福田洋平 

＜県総合計画等での位置づけ＞ 

長崎県総合計画 

チャレンジ 2020 

戦略７ たくましい経済と良質な雇用を創出する。 
（２） 地域経済を支える産業の強化 
⑥ 企業の技術力向上 

ながさき産業振興プラン 
（１）生産性／競争力を高める 
①生産性／付加価値の向上 
（ア）ものづくり企業の事業拡大対策 

１ 研究の概要 

研究内容(100文字) 

航空宇宙機器用材料は難削材と呼ばれる切削加工が困難な材料が多い。 
本研究では、加工能率を向上させる技術、突発的な加工トラブルを予測する技術、そして切削加工

後の脱脂技術の開発に取り組み、本県の切削加工技術の高度化を図る。 

研究項目 

① 航空宇宙機器用材料の切削加工における伝熱データの取得 

② 切削加工シミュレーションによる航空宇宙機器用材料切削の見える化 

③ チタン合金製航空機部品の高能率切削加工 

④ 加工トラブルを予測する知能化ワーク固定ジグの開発 

⑤ 切削加工後の脱脂技術の開発 

２ 研究の必要性 

１） 社会的・経済的背景及びニーズ 

 本県の基幹産業である造船業の先行きが不透明な中、造船に代わる新産業の創出・育成が県政の重要課

題である。 

本県の地場企業が保有する造船および発電プラント向け部品の切削加工技術は、航空宇宙機器用部品

の切削加工においても活用することができる。本研究は、地場企業が航空宇宙機器産業へ進出する足掛か

りとなる。 

このため、県産業労働部は本年度より「長崎県新成長ものづくり産業生産性向上・拡大支援事業」を開始

し、県内に立地する航空機関連の中核企業を中心に周辺加工企業群を集めた「長崎県航空機産業クラスタ

ー協議会（８月発足予定）」を組織して、技術の高度化と受注の円滑化に取り組んでいるところである。本研

究課題は、この施策の一翼を担って加工企業群の技術の高度化を実現するものであり、県の施策遂行上不

可欠のものである。 

 

２） 国、他県、市町、民間での実施の状況または実施の可能性 

国は地方創生の一環として、各地域の受注網の中核に位置する企業を「地域未来牽引企業」と名付け、こ

のような企業を核とした中小企業群の高度化と受注拡大施策の実施を都道府県に呼び掛けている。 

また、航空宇宙関連産業は大きな成長産業として注目されており、日本全国の各自治体が航空宇宙関連

産業への新規参入を目指し取り組んでいる。 

本県には大手重工メーカーの宇宙機器製造拠点、および航空機部品の切削加工の中核企業（Tier2 企業）

があり、技術的課題を克服していくことによって、他県よりも優位に新規参入を進めることができる。 

３ 効率性（研究項目と内容・方法） 

研究 

項目 
研究内容・方法 活動指標  

Ｈ 
31 

Ｈ 
32 

Ｈ 
33 

Ｈ 
34 

Ｈ 
35 

単位 

① 

実験による工具（超硬合金）、ワーク（チタ

ン合金およびニッケル合金）およびクーラ

ント間の熱伝達率取得 

伝熱実験 
目標 5     

回 
実績      

② 

切削加工シミュレーションによるチタン合

金切削およびニッケル合金切削の見える

化 

切削加工 

シミュレーション 

目標  256    
回 

実績      



③ 
マシニングセンタによる試作モデル（チタ

ン合金製航空機部品）の高能率切削加工 
切削実験 

目標  10 3   
回 

実績      

④ 
加工トラブルを予測する知能化ワーク
固定ジグの開発 

計測対象の 

特性評価実験 

目標 5 5    
回 

実績      

⑤ 切削加工後の脱脂技術の開発 脱脂実験 
目標 20 10 5   

回 
実績      

１） 参加研究機関等の役割分担 

 

工業技術センター ： 全体の統括、切削加工シミュレーション、試作モデルの加工および切削加工後の脱脂

技術の開発を担う。 

【県内大学】 

長崎大学 桃木悟教授 ： 切削加工における伝熱データの取得 （研究項目①） 

長崎大学 小林透教授 ： 知能化ジグのデータ解析アルゴリズムの検討 （研究項目④） 

【県内企業】 

株式会社新田鉄工所 ： 切削実験および実験ジグ等の製作 （研究項目③、⑤） 

システムファイブ株式会社 ： 知能化ジグのシステム開発 （研究項目④） 

 その他、 長崎大学の矢澤孝哲教授 および 株式会社ウラノ にはアドバイザーとして協力を得る。 

 

２） 予算 

研究予算 
（千円） 

計 
（千円） 

人件費 
（千円） 

 
研究費 
（千円） 

財源 
国庫 県債 その他 一財 

全体予算 45,988 23,988 22,000    22,000 
31年度 16,996 7,996 9,000    9,000 
32年度 14,996 7,996 7,000    7,000 
33年度 13,996 7,996 6,000    6,000 
34年度        
35年度        

※ 過去の年度は実績、当該年度は現計予算、次年度以降は案 
※ 人件費は職員人件費の見積額 
 

（研究開発の途中で見直した事項） 

 

４ 有効性 

研究 

項目 
成果指標 目標 実績 

Ｈ 
31 

Ｈ 
32 

Ｈ 
33 

Ｈ 
34 

Ｈ 
35 

得られる成果の補足説明等 

① 伝熱データの取得 5件   ○     
工具、ワークおよびクーラント間の熱伝達率を取
得する。取得した熱伝達率は切削加工シミュレー
ションに反映する。 

② 切削条件の最適化 4条件    ○    
256 件の解析データを得ることで、より適切な切
削条件の設定が可能となる。また、新たな加工法
の提案が可能となる。 

③ 加工時間の短縮 30％    ○   
航空機産業に参入している県内企業の加工時間
（H30年）を基準とし、加工時間を 30％短縮する。 

④ 知能化ジグの試作 1件    ○   
マシニングセンタ内での実加工に使用可能な、加
工トラブルを予測するジグを試作する。 

⑤ 
県内企業への 

技術移転 
2社    ○   県内企業への技術移転を図る。 



１）従来技術・先行技術と比較した新規性、優位性 

 

航空宇宙機器用材料の切削加工において、工具メーカーが提供する工具とその推奨条件では十分な競争

力が得られない。各企業は工夫を凝らして競争力を発揮しているが、その情報は各企業のノウハウであり、

公開されていない。 

本研究に先立って長崎県工業技術センターは株式会社ウラノと共同で、経済産業省の戦略的基盤技術高

度化支援事業を獲得し、H27～H29 年度の3年間、高度な専用工具の開発等を行った実績を有する。本研究

課題はその成果を受けて、関連する周辺加工企業群に必要な技術開発を行うものであり、開発項目やその

目標値はすでに非常に明確になっている。 

さらに、本研究はチタン合金の切削量が日本一である株式会社ウラノをアドバイザーとして取り組むもの

であり、効率的かつ優位に本県独自のノウハウを蓄積していくことが可能である。 

 

２）成果の普及 

■研究成果の社会・経済への還元シナリオ 

本研究によって得られた航空宇宙機器用材料の切削加工に関するノウハウは、地場企業へ積極的に技術

移転していく。本県には大手重工メーカーの宇宙機器製造拠点、および航空機部品の切削加工の中核企業

（Tier2企業）があり、他県よりも優位に新規参入を進めることができる。 

「長崎県航空機産業クラスター協議会」の会員企業に、本研究の成果を普及することが県の施策として求

められており、出口戦略も明確である。 

 

■研究成果による社会・経済への波及効果の見込み 

国内航空機市場規模は 1.8兆円（H27 年度）、国内宇宙機器市場規模は 3,554億円（H26 年度）である。ま

た、H26年の長崎県の輸送用および汎用機械器具の製造品出荷額は 5,862億円であり、県内には約 100社

の機械加工業者がある。 

航空宇宙機器産業は成長産業であるとともに、本県には機械加工の生産能力が十分にあるため、戦略的

な取り組みによって大きな市場獲得が期待できる。 

 

（研究開発の途中で見直した事項） 

 



別紙２（様式2）                       研究評価の概要 

種

類 
自己評価 研究評価委員会 

 

 

事 

 

前 

（３０年度） 

評価結果 

(総合評価段階： Ｓ ) 

・必 要 性 Ｓ 

 本県の基幹産業である造船業の先行きが不透明な

中、造船に代わる新産業の創出・育成が県政の重要

課題である。 

高付加価値産業である航空機部品産業の県内育成

は多くの県が挑戦して敗れているところであるが、本

県では、「地域未来牽引企業（経済産業省の用語）」の

一つである株式会社ウラノが立地していることから、

このチャンスを活かし、当該企業を核とした高付加価

値加工企業群の育成を目指して、県は H30 年度から

の施策として「長崎県新成長ものづくり産業生産性向

上・拡大支援事業」を開始しているところである。 

本県の地場企業が保有する大型機械加工技術およ

び発電プラント向け部品の製造技術は、航空宇宙機

器用部品の製造においても活かすことが可能であり、

地場企業の航空宇宙機器産業進出への足掛かりとし

て本研究は重要な位置づけとなる。 

 

・効 率 性 Ｓ 

 長崎県工業技術センターは他県に先駆けて５軸制

御マシニングセンタを導入（H21 年度）しており、複雑

形状加工に関するノウハウの蓄積がある。また、本研

究はチタン合金の切削量が日本一である株式会社ウ

ラノをアドバイザーとして取り組むため、効率的かつ

優位に本県独自のノウハウを蓄積していくことが可能

である。 

 

・有 効 性 Ｓ 

本研究に先立って長崎県工業技術センターは、株

式会社ウラノと共同で経済産業省の戦略的基盤技術

高度化支援事業を獲得して、H27～H29 年度の 3 年

間、高度な専用工具の開発等を行った実績を有する。

本研究課題はその成果を受けて、関連する周辺加工

企業群に必要な技術開発を行うものであり、開発項目

やその目標値はすでに非常に明確になっている。 

高能率加工技術の開発のみでなく、加工トラブルの

予測技術および後処理技術の開発に併せて取り組む

ことにより、航空宇宙機器産業参入への技術課題に

対して包括的に取り組む。 

本研究によって得られた航空宇宙機器用材料の切

削加工に関するノウハウを地場企業へ積極的に技術

移転していく。本県には大手重工メーカーの宇宙機器

製造拠点、および航空機部品加工の中核企業（Tier2

企業）があり、他県よりも優位に新規参入を進めること

（３０年度） 

評価結果 

(総合評価段階： Ｓ ) 

・必 要 性 Ｓ 

 長崎県において、造船に代わる新たな基幹産業の

創出の観点から、必要性の高い取り組みである。特

に、大型産業へ発展する可能性の高い航空宇宙関連

産業の中心製造地域となれば、経済効果は大きく、ま

た長期に亘る雇用が期待できる。県内機械加工業を

中心とした産業界のニーズを正確に把握し、技術導入

や設備導入のハードルを低くする工夫を期待する。

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

・効 率 性 Ａ 

 研究目標や研究計画が明確であり、関連する研究

実績もあることから、効率性の高い研究の実施が期

待できる。様々な分野で実績のある企業・大学をアド

バイザーとしている点は評価できる。連携を密にとっ

て研究のスピードアップを図っていただきたい。実施

に当たっては、関連企業の教育の観点を含めた体制

づくりを検討していただきたい。     

 

・有 効 性 Ａ 

 ある程度の企業の新規参入がなければ有効性が高

いとはいえない。参入企業数や目指す産業規模等の

見通しを明確にしていただきたい。県内関連企業への

技術移転については、各対応企業での実運用が容易

にできるよう工夫を期待する。従来技術に対する優位

性及び独自性が不明瞭であるため、関連特許につい

て引き続き調査いただきたい。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

ができる。 

また今年度中に設置される予定の「長崎県航空機

産業クラスター協議会」の会員企業に本研究の成果を

普及することが県の施策として求められており、出口

戦略も明確である。 

 

・総合評価 

航空宇宙関連産業は大きな成長産業として注目さ

れており、日本全国の各自治体が航空宇宙関連産業

への新規参入を目指し取り組んでいる。 

 本県には大手重工メーカーの宇宙機器製造拠点、

および航空機部品加工の中核企業（Tier2 企業）があ

り、技術的課題を克服していくことによって、他県より

も優位に新規参入を進めることができる。 

新産業の創出・育成は県政の重要課題であり、本

研究を積極的に推進すべきである。 

 

 

 

 

 

 

・総合評価 Ｓ 

社会的醸成から必要性は高く、県内産業のニーズも

ある。 

研究目標は明確になっており、研究計画・研究実施

体制も合理的である。海洋再生可能エネルギー産業

への転換も念頭におきつつ、航空宇宙関連産業以外

への発展性についても検討してほしい。多数の企業

の参入の見通しが得られれば、きわめて有効なプロ

ジェクトである。 

 対応 対応 

従来技術に対する優位性及び独自性を明確にする

とともに、各対応企業での実運用が容易にできるよう

工夫を進めていく。 

また、長崎県航空機産業クラスター協議会との連携

を密にし、1 社でも多くの企業が航空宇宙関連産業に

進出できるよう多角的な支援に取り組む。 

 

 

途 

 

中 

（  年度） 

評価結果 

(総合評価段階：   ) 

・必 要 性 

  

・効 率 性 

  

・有 効 性 

 

・総合評価 

（  年度） 

評価結果 

(総合評価段階：   ) 

・必 要 性 

  

・効 率 性 

  

・有 効 性 

 

・総合評価 

 対応 対応 

 

 

事 

 

後 

（  年度） 

評価結果 

(総合評価段階：   ) 

・必 要 性 

  

・効 率 性 

  

・有 効 性 

 

・総合評価 

（  年度） 

評価結果 

(総合評価段階：   ) 

・必 要 性 

  

・効 率 性 

  

・有 効 性 

 

・総合評価 

 対応 対応 


